
仕 様 書 

 

１ 件名 

 都内中小企業に係る休廃業予測分析を活用した企業情報の調査・分析・提供 

 

２ 目的 

 後継者不在や業績不振などをきっかけとする休廃業が増加している。長年培われてき

た技術、ノウハウや雇用が失われ、サプライチェーンを構成する基盤技術の衰退や地域

経済への負の影響が懸念される。 

  こうした状況を踏まえ東京都中小企業振興公社（以下、公社という。）では、平成 30

年度から後継者問題等により休廃業にいたる可能性が高い中小企業を効率的に把握し、1

社 1 社に対するきめ細かなプッシュ型支援を実施することにより、避けられない休廃業

の回避を図っていくこととしている。 

  このプッシュ型支援の実施にあたっては、企業が休廃業する際のリスク要因となる当

該企業の業種、規模、財務状況、経営者の属性、技術力、業界動向、取引状況、信用力、

後継者の有無などのデータに基づく当該企業の休廃業リスクの評価・分析を行い、その

結果を活用することによって、支援の効率化を図る。 

 

３ 委託業務の内容 

（１）休廃業の評価・分析の実施 

  ①抽出条件について 

   サンプルの抽出条件は、次の（ア）～（ウ）をすべて満たすこと。 

(ア) 都内に本店を有し現在事業を営んでいる企業である。 

(イ) 直近決算売上高が 50 億円未満である。 

(ウ) 上記（ア）と（イ）の両方を満たす抽出サンプル数が 4 万社以上であること。 

  ②分析結果として提供するデータには次の（ア）（イ）の項目の両方を必ず含むこと。 

(ア) 10 段階で評価した休廃業リスク値（※１、※２） 

(イ) 10 段階で評価した倒産リスク値 

  ※１ 休廃業リスク値と倒産リスク値は別個独立したパラメータとして評価値を出

すこと。 

  ※２ 休廃業リスク値の算出については、倒産リスク値と同等の精度を有しており、

外部での活用実績があること。 

 

 

 

 



（２）提供するデータ 

  次の項目について契約締結日の直近月末時点のデータを４万社分提供すること。 

   ①企業概要情報 

   ②休廃業リスク値 

   ③倒産リスク値 

※１ 具体的には、表 1 に示す項目がすべて出力できること。 

※２ ４万社の絞り込み条件については、両社別途協議の上定める。 

※３ 提供するデータについては、自社でメンテナンスを月次で行っていることを

必須条件とする。 

 

 

  

  



（表１） 

出力項目 備考 

基
本
項
目 

法人番号  

企業コード  

商号  

郵便番号  

所在地  

電話番号  

法人格  

産業分類  

事業目的  

創業年月  

設立年月  

決算年月  

業
績
推
移 

売上高 3 期分収録 

税引後利益 3 期分収録 

自己資本比率 3 期分収録 

規
模
・
資
本 

資本金  

従業員数  

親企業名  

株式公開区分  

株主数  

株主名・持株数  

事業所数  

取
引 

関
係 

取引銀行  

仕入先  

販売先  

代
表
者
・
役
員 

役職名  

氏名  

生年月日  

出身県名  

出身校  

性別  

役員役職・氏名  

分
析 

休廃業リスク値 10 段階で評価した値 

倒産リスク値 10 段階で評価した値 

後継者の有無  



４ 実施スケジュール 

契約締結日から 1 週間以内に納入すること。 

 

５ 納入物 

  電子媒体（ＣＤ－Ｒ） 

  調査で得られた元データをＥＸＣＥＬ形式により納入すること。 

 

６ 履行場所 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 

  東京都千代田区神田佐久間町１－９ 秋葉原庁舎５階 

 

７ 応募要件 

  本業務を効果的かつ効率的に実施することができるものであり、委託事業を適切に遂

行に足る能力を有し、以下の要件をすべて満たしていること。 

 （１）本業務に関し十分なノウハウを有し、それらを当公社又は同等規模以上の団体等

に提供した実績を有していること。 

（２）休廃業リスク値の算出については、倒産リスク値と同等の精度を有しており、外

部での活用実績があること。 

（３）前項については外部活用実績及びデータの精度を示す根拠資料を提出すること。 

（４）提供する企業データについては、自社でメンテナンスを月次で行っていること。 

（５）東京都暴力団排除条例（平成２３年３月１８日）東京都条例第５４号）に定める

暴力団関係者または東京都が東京都契約関係暴力団等対策措置要綱第５条第１項に

基づき排除措置期間中の者として公表した者（ただし、排除措置期間中に限る）で

ないこと。 

 

８ 応募時の提出資料 

  応募にあたり下記の書類を応募時に提出すること。 

「要件チェックシート」（別紙１） 

 

９ 選定方法 

希望制指名競争入札とする。 

 

10 応募に係る経費負担 

応募に係る経費は全て応募者の負担とする。また、提出書類は返却しない。 

 

 

 



11 契約者の責務 

ア 選定された者は、別途公社との間で契約を締結する。 

イ 運営体制及び緊急時の連絡体制を整備すること。 

ウ 契約者は、関係法令等を遵守し、準備作業、調査実施・運営管理に伴い生じる義務 

（安全確保義務を含む。）及び責任はすべて契約者の負担において措置すること。 

エ 常に善良なる管理者の注意を持って業務を遂行し、業務の進捗状況について確認のう

え適宜報告すること。 

オ 契約者は、業務上知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。契約の解除及び期間

満了後においても同様とする。 

カ 契約者は、個人情報について、別紙２「個人情報保護に関する特記事項」を遵守しな

ければならないものとする。 

 

12 支払方法 

検収後、契約者からの請求に基づき３０日以内に指定された口座へ振込みにより支払う。 

 

13 契約情報 

公益財団法人東京都中小企業振興公社は、経営の一層の透明性の向上を図っていくため、 

「経営情報の公表に関する要綱」に基づき、特定契約（官公庁との契約や競争入札に適さ

ない契約等）のすべて及び契約金額が 250 万円以上の契約案件を以下のとおり公表する。 

（１）公表項目 

契約方法（競争・独占・緊急・少額または特定の区分別）、契約種別（工事・委託・

物品等の区分別）、契約相手方の名称、契約金額 

（２）公表時期及び手法 

決算の公表に合わせて年１回取りまとめ、当公社ホームページ及び閲覧により公表

する。なお、公表の趣旨にご賛同いただけない場合は契約締結後 14 日以内に、文書

にて同意しない旨申し出ることができる。 

 

14 暴力団等排除に関する特約条項 

暴力団等排除に関する特約条項については、別紙３に定めるところによる。 

 

15 その他 

本仕様書に定めのない事項に関しては、別途協議すること。 

応募に係る経費については応募者の負担とし、提出書類は返却致しません。 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 

総合支援部総合支援課 

ＴＥＬ 03-3251-7881 

担当 石坂、朝倉 



別紙２  
個人情報に関する特記事項 

 

（定義）  

第１ 本業務において、公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下、公社という。）の保

有する個人情報（以 下、単に「個人情報」という。）とは、公社が貸与する原票、資料、

貸与品等に記載された個人情報及びこれ らの情報から受託者が作成した個人情報並び

に受託者が本委託契約の過程で収集した個人情報のすべてをいい、受託者独自のものと

明確に区分しなければならない。  

 

（個人情報の保護に係る受託者の責務）  

第２ 受託者は、この契約の履行に当たって、個人情報を取り扱う場合は、「東京都個人情

報の保護に関する条 例」（平成 2 年東京都条例第 113 号）を遵守して取り扱う責務を

負い、以下の事項を遵守し、個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報保護

に必要な措置を講じなければならない。  

 

（再委託の禁止）  

第３ 受託者は、この契約書に基づく委託業務を第三者に委託してはならない。ただし、委

託業務全体に大きな 影響を及ぼさない補助的業務についてあらかじめ公社の書面によ

る承諾を得た場合にはこの限りでない。  

２ 前項ただし書きに基づき公社に承諾を求める場合は、再委託の内容、そこに含まれる情

報、再委託先、個人 情報管理を含めた再委託先に対する管理方法等を文書で提出しなけ

ればならない。  

 

（秘密の保持）  

第４ 受託者は、第３第１項ただし書きにより都が承認した場合を除き、委託業務の内容を

第三者に漏らしては ならない。この契約終了後も同様とする。  

２ 第３第１項ただし書きにより、都が承認した再委託先についても、同様の秘密保持に関

する責務を課し、受 託者が全責任を負って管理するものとする。  

 

（目的外使用の禁止）  

第５ 受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。

また、第３第１項 ただし書きにより都が承認した部分を除き、契約の履行により知り得

た内容を第三者に提供してはならない。  

 

（複写複製の禁止）  

第６ 受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、都から引き渡された原票、資料、

貸与品等がある場合 は、公社の承諾なくして複写又は複製をしてはならない。  

 

（個人情報の管理）  

第７ 受託者は、都から提供された原票、資料、貸与品等のうち、個人情報に係るもの及び

受託者が契約履行のために作成したそれらの記録媒体については、施錠できる保管庫又

は施錠、入退管理の可能な保管室に格納するなど適正に管理しなければならない。  

２ 受託者は、前項の個人情報の管理に当たっては、管理責任者を定めるとともに、台帳等

を設け個人情報の管 理状況を記録しなければならない。  

３ 受託者は、公社から要求があった場合には、前項の管理記録を公社に提出しなければな

らない。  

 



（受託者の安全対策と管理体制資料の提出）  

第８ 受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るとともに個人情報保護に万全を期す

るため、委託業務の 実施に当たって使用する受託者の管理下の施設において、以下の事

項について安全管理上必要な措置を講じな ければならない。  

（１）委託業務を処理する施設等の入退室管理  

（２）公社から提供された、原票、資料、貸与品等の使用保管管理 2 

（３）契約履行課程で発生した業務記録、成果物等（出力帳票及び磁気テープ、フロッ 

ピィ等の磁気媒体を 含む。）の作成、使用、保管管理  

（４）その他仕様等で指定したもの  

２ 公社は、前項の内容を確認するため、受託者に対して、個人情報の管理を含めた受託者

の安全管理体制全般 に係る資料の提出を求めることができる。 

 

（公社の検査監督権）  

第９ 公社は、必要があると認める場合には、受託者の作業現場の実地調査を含めた受託者

の個人情報の管理状 況に対する検査監督及び作業の実施に係る指示を行うことができ

る。  

２ 受託者は、公社から前項に基づく検査実施要求、作業の実施に係る指示があった場合に

は、それらの要求、 指示に従わなければならない。  

 

（資料等の返還）  

第 10 受託者は、この契約による業務を処理するため公社から引き渡された原票、資料及

び貸与品等並びに受 託者が収集した個人情報に係る資料等を、委託業務完了後速やかに

公社に返還しなければならない。  

２ 前項の返還時に、個人情報に係るものについては、第７第２項に定める個人情報の管理

記録を併せて提出し 報告しなければならない。  

 

（記録媒体上の情報の消去）  

第 11 受託者は、受託者の保有する記録媒体（磁気ディスク、紙等の媒体）上に保有する、

委託処理に係る一切 の情報について、委託業務終了後、すべて消去しなければならない。  

２ 第３第１項ただし書きにより都が承認した再委託先がある場合には、再委託先の情報の

消去について受託者 が全責任を負うとともに、その状況を前項の報告に含め都に報告し

なければならない。  

 

（事故発生の通知）  

第 12 受託者は、委託業務の完了前に事故が生じたときには、速やかにその状況を書面を

もって公社に通知し なければならない。  

２ 前項の事故が、個人情報の漏えい、滅失、き損等の場合には、漏えい、滅失、き損した

個人情報の項目、内 容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面を

もって、速やかに都に報告し、公社の指示 に従わなければならない。  

 

（公社の解除権）  

第 13 公社は、受託者の個人情報の保護に問題があると認める場合はこの契約を解除をす

ることができる。  

 

（疑義についての協議）  

第 14 この取扱事項の各項目若しくは仕様書で規定する個人情報の管理方法等について疑

義等が生じたとき又 はこの取扱事項若しくは仕様書に定めのない事項については、両者

協議の上定める。 



別紙３ 

暴力団等排除に関する特約事項 

 

（暴力団等排除に係る契約解除） 

１ 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和６２年１月１４日付６１財経庶第９２

２号。以下「要綱」という。）別表１号に該当する（共同企業体又は事業協同組合で

あるときは、その構成員のいずれかの者が該当する場合を含む。）として要綱に基づ

く排除措置を受けた場合は、催告なくこの契約を解除されても異議がないこと。また、

この場合において、損害を生じても賠償の請求はできないこと。 

２ １に定めるところによりこの契約を解除されたときは、契約保証金を納付している

場合を除き、契約金額の100分の10に相当する違約金を支払うこと。 

 

（再委託（下請負）禁止等） 

３ 要綱に基づく排除措置を受けた者又は東京都（以下「都」という。）の契約から排

除するよう警視庁から要請があった者（以下「排除要請者」という。）に、再委託（下

請負人には）できないこと。 

４ 排除措置を受けた者又は排除要請者のうち、要綱別表１号に該当する者を再委託

（下請負人と）していた場合は、当該契約解除の求めに応じること。また、この場合

において、契約の解除を求められたにもかかわらず、正当な理由がなくこれを拒否し

たと認められるときは、公社の契約から排除する措置を講じられても異議がないこと。 

５ ４に定めるところにより契約解除があった場合は、一切の責任を負うこと。 

 

（不当介入に関する通報報告） 

６ 契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入を受けた場合（再委託した者（下請

負人）が暴力団等から不当介入を受けた場合を含む。以下同じ。）は、遅滞なく公社

への報告及び警視庁管轄警察署（以下「管轄警察署」という。）への通報（以下「通

報報告」という。）並びに捜査上必要な協力をすること。  

７ ６の場合において、通報報告に当たっては、別に定める「不当介入通報・報告書」

を２通作成し、１通を公社に、もう１通を管轄警察署にそれぞれ提出すること。ただ

し、緊急を要し、書面による通報報告ができないときは、その理由を告げて口頭によ

り通報報告を行い、後日、遅滞なく不当介入通報・報告書を公社及び管轄警察署に提

出すること。  

８ 再委託した者（下請負人）が暴力団等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく報告

するよう当該再委託した者（下請負人）を指導すること。 

９ 不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく公社への報告又は警視庁管轄

警察署への通報を怠ったと認められるときは、公社の契約から排除する措置を講じら

れても異議がないこと。 
 


